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南渡島圏域地域推進方針 新旧対照表（外来医療計画）（素案） 

新 旧（Ｒ２年度） 備   考 

第３ 必要な外来医療機能及び対応方針 

 

１ 地域の外来医療の状況  

（１）医療施設数及び従事医師数 

 医療施設数 

（箇所数） 

従事医師数

（人） 

一般診療所 273 269 

病   院 33 619 

 

（２）外来診療施設数及び患者数 

 外来施設数 

（月平均数） 

通院外来施設数 

（月平均数） 

外来患者延数 

（回/月） 

通院外来患者延数 

（回/月） 

一般診療所 361 227 291,892 287,300 

病   院 69 35 111,993 110,058 

 

（３）時間外外来施設数及び患者数 

 時間外等外来施設数 

（月平均数） 

時間外等外来患者延数 

（回／月） 

一般診療所 187 6,752 

病   院 34 1,444 

 

（４）往診実施施設数及び在宅患者数 

 往診実施施設数

（月平均数） 

往診患者延数 

（回／月） 

在宅患者訪問診療

実施施設数 

（月平均数） 

在宅患者訪問診

療患者延数 

（回／月） 

一般診療所 76 456 58 4,136 

病   院 14 77 20 1,859 

 

（５）医療機器の配置・保有・活用状況 

 ＣＴ ＭＲＩ ＰＥＴ マンモグ

ラフィ 

放射線治療 

（体外照射） 

医療機器台数 
診療所 17 11 0 1 0 

病 院 33 21 2 10 3 

調整人口当たり台数 11.9 7.8 0.47 2.8 0.71 

人口 10 万人対台数 13.8 8.8 0.55 3.0 0.83 

年間稼働率 

（件数/1台） 

診療所 572 1,594 - 2,672 - 

病 院 1,889 1,973 836 552 3,425 

   ※「-」は、台数が無い場合 

 

 
【データの出所】 

１ 医療施設数（医療施設調査特別集計） 

    医療施設調査(令和 2年(2020 年)10 月 1日現在の病院及び一般診療所数) 

     ・ 病院は、診療科目単科のうち、精神科、歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科、及び歯科系の診療科（前での 4つの

歯科）を除いたものの医療施設数。 

     ・ 一般診療所は、主な診療科目のうち、精神科、歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科を除いたものの医療施設数。 

２ 医療施設従事医師数 

医師・歯科医師・薬剤師統計(令和 2年(2020 年)12 月 31 日現在の医療施設(病院及び診療所)の従事医師数) 

３ 検査数 

令和元年度(平成 31 年 4 月から翌年 3 月まで）ＮＤＢデータの医科レセプト及びＤＰＣレセプトから診療行為コードに該当する     

算定回数を抽出し、年間算定回数をそれぞれの医療機器の検査数 

４ ＮＤＢデータ(レセプト情報・特定健診等情報データベース) 

平成 31 年 4 月から令和 2年 3月までの診療分データ（12か月）に基づき抽出・集計した医科レセプト(入院外）。 

南渡島圏域 
                                            

 

１ 地域の外来医療の状況 

（１）医療施設数及び従事医師数 

 

（２）外来診療施設数及び患者数 

 

（３）時間外外来施設数及び患者数 

 

（４）往診実施施設数及び在宅患者数 

 

（５）医療機器の配置・保有・活用状況 

   ※「-」は、台数が無い場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 出典の記載追加 
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 ・ 外来患者延数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、及び往診・在宅訪問診療の診療行為の算定回数を 病

院・診療所別に合算したもの。 

・ 外来施設数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、及び往診・在宅訪問診療の診療行為が算定された病院

数及び診療所数。 

・ 通院外来患者延数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の診療行為の算定回数を病院・診療所別に合算したも

の。 

・ 通院外来施設数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の診療行為が算定された病院数及び診療所数。 

・ 時間外等外来患者延数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の時間外等加算（時間外、夜間、休日、深夜）の診療行

為の算定回数を病院・診療所別に合算したもの。 

・ 時間外等外来施設数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の時間外等加算（時間外、夜間、休日、深夜）の診療行

為が算定された病院数及び診療所数。 

・ 往診患者延数 

往診の診療行為の算定回数を病院・診療所別に合算したもの。 

・ 往診実施施設数 

往診の診療行為が算定された病院数及び診療所数。 

・ 在宅患者訪問診療患者延数 

在宅患者訪問診療の診療行為の算定回数を病院・診療所別に合算したもの。 

・ 在宅患者訪問診療実施施設数 

在宅患者訪問診療の診療行為が算定された病院数及び診療所数。 

５ 医療機器の台数 

医療施設調査（令和 2年(2020 年)の病院及び一般診療所の合計装置台数） 

６ 人 口 

住民基本台帳人口(令和 3年(2021 年)1 月 1 日現在の人口(外国人含む)) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 出典の記載追加 
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２ 地域で不足する医療機能の現状・課題 

（１）初期救急医療に関する外来医療の現状・課題 

（現 状） 

○ 以前より、二次救急医療の負担については問題意識が共有されており、受診歴のある外来 

患者に関しては休日・時間外の初期対応をしている医療機関もあります。 

 ○ 比較的軽度の救急患者に対する初期救急医療については、在宅当番医制や休日夜間急病セ 

ンター等により体制を確保しています。 

 ○ 住民の大病院・専門医指向などを背景に軽症者の夜間受診が二次救急医療を担う病院へ集 

中し、これに伴い病院勤務医への負担が増大するなどの問題が生じています。 

 ○ 南渡島圏域の救急搬送者のうち、令和3年の軽症者の割合は全道平均の42.4％とほぼ同程度

となっています。また、平成29年から令和4年では、コロナ禍で一時的に減っている令和2年と

令和3年を除くと46％～48％前後で推移しています。 

 ○ また、小児の救急搬送に占める軽症者の割合は約7割で、搬送先の医療機関における医師等の

負担が重くなっています。 

 

【救急搬送人員の推移並びに軽症者・小児救急搬送人員等】 

 

 

 

 

年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 
南渡島圏域 20,651 21,340 21,625 19,121 20,445 22,877 

 

 

軽    症(※) 9,848 10,222 10,328 8,385 8,710 10,515 

 全体割合（％） 47.7 47.9 47.8 43.9 42.6 46.0 

小児割合（％） 74.3 72.9 71.0 68.1 68.3 75.4 
 

人数(人） 978 957 980 605 682 986 
     ※ 軽症 ：傷病の程度が入院加療を必要としないもの  
     データー ：各消防本部からの情報提供による(渡島保健所調べ）  

 

○ 函館市、北斗市及び七飯町において、休日日中の初期救急を担う在宅当番医制について

は、ほとんどを診療所が担っています。 

○ 南渡島圏域内の診療所に勤務する医師の年齢構成は、60 歳以上が 167 人で 62.1％を占

め、函館市では、60 歳以上が 132 人で 62.0％を占め高齢化しています。※１＊2 

＊1：道保健福祉部地域医療課調べ 

＊2：令和２年厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師統計公表データから抽出 

  

 
 

 

（課 題） 

○ 地域において初期救急医療や入院を要する救急医療に適切に対応できる医療体制を確保 

する必要があります。 

○ 救急搬送患者のうち軽症者の割合が半数前後で推移しており、本来、初期救急医療機関で

受け入れるべき患者を二次救急医療機関で受け入れていることから、二次救急医療機関の負

担軽減を図る必要があります。 

    

 

 

 

 

２ 地域で不足する医療機能の現状・課題 

（１）初期救急医療に関する外来医療の現状・課題 

（現状） 

 ○ 以前より、二次救急医療の負担については問題意識が共有されており、受診歴のある外来

患者に関しては休日・時間外の初期対応をしている医療機関もあります。 

 ○ 比較的軽度の救急患者に対する初期救急医療については、在宅当番医制や休日夜間急病セ

ンター等により体制を確保しています。 

 ○ 住民の大病院・専門医指向などを背景に軽症者の夜間受診が二次救急医療を担う病院へ集

中し、これに伴い病院勤務医への負担が増大するなどの問題が生じています。 

 ○ 南渡島圏域内の救急搬送者のうち、軽症者の割合は全道平均（46.7％）を上回り、平成23

年から平成28年では48.5％前後で推移しています。 

 ○ また、小児の救急搬送に占める軽症者の割合は70％を超えており、搬送先の医療機関にお

ける医師等の負担が重くなっています。 

 

  【救急搬送人員の推移並びに軽症者・小児救急搬送人員等】 

   ＊各消防本部からの情報提供（渡島保健所調） ＊軽症：傷病の程度が入院加療を要しないもの 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（課題） 

  ○ 地域において初期救急医療や入院を要する救急医療に適切に対応できる医療体制を確保

する必要があります。 

 ○ 救急搬送患者のうち軽症者の割合が半数前後で推移しており、本来、初期救急医療機関で

受け入れるべき患者を二次救急医療機関で受け入れていることから、二次救急医療機関の負

担軽減を図る必要があります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 

○ 時点修正 

 

○ 時点修正 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総  数 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

 圏域内 269 0 4 24 74 102 65

割合 100.0% 0.0% 1.5% 8.9% 27.5% 37.9% 24.2%
（再掲：函館市） 213 0 3 20 58 82 50

割合 100.0% 0.0% 1.4% 9.4% 27.2% 38.5% 23.5%

（再掲：渡島保健所管内） 56 0 1 4 16 20 15

割合 100.0% 0.0% 1.8% 7.1% 28.6% 35.7% 26.8%

（令和2年(2020年)12月31日現在）

＊ 医師・歯科医師・薬剤師調査

診療所に従事する医師数
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○ 救急医療機関や救急車の適切な利用について、住民に対し、より一層の普及啓発を図って

いく必要があります。 

   ○ 少子化が進む中、共働き世帯の増加や親の育児不安などにより休日・夜間診療は増加傾向

にあり、小児科医の減少や高齢化に伴い小児救急患者の受け入れが難しくなってきているこ

とから、持続可能な小児救急医療体制の構築が必要です。 

○ 診療所医師の高齢化により、在宅当番を担う診療所の減少が見込まれることから、引き

続き在宅当番医制を確保し、初期救急医療体制を維持していく必要があります。 

 

 

（２） 在宅医療の提供状況・課題 

（現 状）  
○ 圏域では人口 1 万人当たりの訪問診療の実施件数は、令和 2年(2020 年)調査で病院・診

療所それぞれ 53.4 件、75.9 件で全道平均の 24.9 件、79.3 件＊１と比べ、病院による実施件

数が上回っています。 

また、人口 10 万人当たりの看取り（ターミナルケア）の実施医療機関数は 3.6 施設と全

道の 3.0 施設＊１を上回っています。  

 

○ 令和 6 年 2 月現在、人生の最終段階も含め 24 時間体制で患者の急変等に対応できる在宅 

療養支援診療所は 28 施設、在宅療養支援病院は 8 施設となっています。＊２ 

     圏域の市町は概ね訪問診療の実施区域に入っていますが、在宅患者訪問診療を実施する医

療機関は鹿部町、知内町にはない状況です。 

○ 訪問看護ステーション（みなしを除く）は、令和 6 年 5 月現在、57 ヶ所あり、内 24 時間

対応をしているステーションは 53 ヶ所です。＊３ 

       福島町、知内町、木古内町、鹿部町が未設置区域になっていますが、医療機関が行う訪問

看護や他地域の事業所によりサービスが提供されています。 
 

＊1  厚生労働省「医療施設調査」（令和 2年(特別集計））  
＊2 北海道保健福祉部調べ（北海道厚生局届出数）（令和 6年 2 月 1 日現在） 

＊3 厚生労働省（令和６年５月１日） 
 

【訪問診療の提供状況】 

 

※  公表される医療機関等または保険者の属性情報による集計数が、3 未満となる集計単位の場合はマスク処理をする(表中、1 あるいは 2 の場合、｢＊｣表示する）。 

(出  典：令和 2 年度 NDB 及び歯科保健医療データブック（令和 5 年 3 月 31 日）) 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

○ 救急医療機関や救急車の適切な利用について、住民に対し、より一層の普及啓発を図って

いく必要があります。 

  ○ 少子化が進む中、共働き世帯の増加や親の育児不安などにより休日・夜間診療は増加傾向

にあり、小児科医の減少や高齢化に伴い小児救急患者の受け入れが難しくなってきているこ

とから、持続可能な小児救急医療体制の構築が必要です。 

 

 

 

 

（２）在宅医療の提供・課題 

（現状） 

  ○ 南渡島圏域では人口１万人当たりの訪問診療の実施件数は、平成26年９月で病院・診療所

それぞれ29.0件、71.9件で全道平均の18.4件、59.7件＊１を上回っています。 

 

   また、人口10万人当たりの看取り（ターミナルケア）の実施医療機関数は平成27年度で6.6

施設と全道平均の4.9施設＊２を上回っています。 
    ＊１厚生労働省「医療施設調査」平成26年  ＊２平成27年度ＮＤＢ 

  ○ 在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院＊３や訪問看護ステーション＊４など在宅医療サ

ービスを提供する医療機関や事業所は函館市やその近郊を中心に確保されていますが、鹿部

町、知内町には訪問診療を実施する医療機関がなく、訪問看護ステーションも松前町、福島

町、知内町、鹿部町などが未設置区域となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【訪問診療の提供状況】 

＊平成28年度ＮＤＢ 

※公表される医療機関または保険者の属性情報による集計数が、３未満となる集計単位の場合はマスク処理しな   

 い 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 現状に追加に対応

した追記 

 

 

 

 

○ 文言整理 

○ 時点修正 

 

 

○ 時点修正 

 

○ 文言整理 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 出典を示す注釈の

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

診療所 病院 診療所 病院 診療所 病院

函館市 36 10 17 ＊ 10 6

北斗市 6 0 3 0 0 0

松前町 0 ＊ 0 0 0 0

福島町 ＊ 0 0 0 0 0

知内町 0 0 0 0 0 0

木古内町 0 ＊ 0 0 0 ＊

七飯町 ＊ 0 0 0 ＊ 0

鹿部町 0 0 0 0 0 0

森町 3 ＊ ＊ 0 ＊ 0

在宅訪問診療を実施する 歯科訪問診療を実施する 在宅看取りを実施する
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【在宅医療サービスの状況】

 
    (出典：北海道厚生局（令和６年５月１日現在）) 

   

（課 題） 

○ 圏域で訪問診療など在宅医療サービスが十分ではない地域での、在宅医療を提供できる医

療機関や訪問看護ステーションの充実が必要です。  

○ ２４時間体制の在宅医療を提供するため、在宅医療を担う医療機関へのバックアップ体

制や代診制等の支援体制の構築が必要です。 

○ 在宅医療は介護サービスとの連携を図りつつ必要な支援を提供することが求められていま

す。医師、歯科医師・歯科衛生士、薬剤師、看護職員、リハビリテーション専門職、介護支

援専門員、市町職員など多職種が各々の専門知識を活かし、積極的な意見交換や情報共有を

通じて、患者・家族が住み慣れた地域で生活を継続することができるようチームとして支え

ていくことが重要です。そのために、それらを担う人材育成と連携体制の構築が必要です。 

 

 

（３）医療資源（医療機関）の偏在化に関する現状・課題 

（現 状） 

○ 圏域内の外来自給率は 98.75％と非常に高い水準にありますが、函館市内の医療機関へ受

診する割合（依存度）が高くなっています。 

              

                 
 
※ 令和 4年度の診療分（令和 4年 4月診療分から令和 5 年 3月診療分）医科保険請求分のうち国民健康保険、退職国保、後期高齢者

医療制度のレセプトのみ使用した受療動向データ 

 

○ 圏域の医療機関は 243 施設あり、そのうちの 77.37％が函館市に集中しています。 

 

 

  【在宅医療サービスの状況】 

＊３ 北海道保健福祉部調（北海道厚生局届出数）  ＊４ 北海道医療計画 
 

 

（課題） 

 ○ 圏域内で訪問診療など在宅医療サービスが提供できない、あるいは十分ではない地域があ

るため、在宅医療を提供できる医療機関や訪問看護ステーションの充実が必要です。 

   

 

○ 在宅医療は介護サービスとの連携を図りつつ必要な支援を提供することが求められてお

り、医師をはじめとする医療職のほか介護支援専門員、市町職員など多職種が各々の専門知

識を活かし、積極的な意見交換や情報共有を通じて、患者・家族が住み慣れた地域で生活を

継続することができるよう、人材育成と連携体制の構築が必要です。 

 

 

（３）医療資源（医療施設）の偏在化に関する現状・課題 

 （現状） 

  ○ 圏域内の外来自給率は99.52％と非常に高い水準にありますが、各市町とも函館市の流入・

流出が高くなっています。 

 

 【入院患者・外来患者の受療動向】 

 

【各市町外来自給率】 

  ＊「医療計画作成支援データブック」（平成28年度受療動向） 
 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

○ 部会協議による追

加 

○ 文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅療養支援

診療所

在宅療養支援

病院

在宅療養支援

歯科診療所

訪問看護ステーション
（みなし除く）

（ ）は24時間対応

在宅患者調剤

加算算定薬局

函館市 22 5 18 41(39） 57

北斗市 ＊ 0 3 ５(5) 4

松前町 0 ＊ 0 ＊(0) ＊

福島町 ＊ 0 0 0 0

知内町 0 0 0 0 0

木古内町 0 ＊ 0 0 0

七飯町 ＊ 0 0 6(5) 4

鹿部町 0 0 0 0 ＊

森町 ＊ ＊ ＊ 4(4) ＊

函館市 北斗市 松前町 福島町 知内町 木古内町 七飯町 鹿部町 森町 南渡島(計) 南檜山 北渡島檜山 札幌市 その他道内 その他

函館市 97.87% 0.59% 0.01% 0.01% 0.01% 0.68% 0.05% 0.03% 99.25% 0.02% 0.02% 0.29% 0.10% 0.33%

北斗市 48.02% 45.31% 0.00% 0.00% 0.00% 0.07% 3.83% 0.03% 0.04% 97.31% 0.02% 0.02% 0.29% 0.21% 2.14%

松前町 26.92% 1.28% 54.09% 13.70% 0.32% 0.63% 0.28% 97.23% 1.70% 0.01% 0.59% 0.40% 0.05%

福島町 31.81% 4.86% 12.04% 44.04% 0.56% 5.23% 0.37% 0.05% 0.01% 98.97% 0.21% 0.04% 0.65% 0.08% 0.06%

知内町 33.54% 7.46% 1.60% 13.70% 41.54% 0.71% 98.55% 0.12% 0.05% 0.85% 0.20% 0.14%

木古内町 32.37% 7.02% 0.56% 0.23% 58.02% 0.86% 0.10% 0.01% 99.16% 0.06% 0.59% 0.06% 0.12%

七飯町 46.06% 2.22% 0.00% 0.00% 0.00% 50.62% 0.05% 0.14% 99.09% 0.02% 0.02% 0.37% 0.16% 0.31%

鹿部町 40.70% 2.99% 10.10% 34.54% 10.30% 98.62% 0.15% 0.01% 0.54% 0.16% 0.51%

森町 31.10% 0.52% 5.93% 0.13% 57.21% 94.89% 0.01% 0.65% 0.66% 0.19% 3.60%
総数（人） 1,111,873 87,176 17,414 12,903 2,578 19,064 72,362 6,783 38,521 1,368,674 791 645 4,690 1,758 9,391

割合(%) 80.22% 6.29% 1.26% 0.93% 0.19% 1.38% 5.22% 0.49% 2.78% 98.75% 0.06% 0.05% 0.34% 0.13% 0.68%

南渡島 南檜山 北渡島檜山 札幌市 その他道内 その他 総計（人）

函館市 99.25% 0.02% 0.02% 0.29% 0.10% 0.33% 952,312

北斗市 97.31% 0.02% 0.02% 0.29% 0.21% 2.14% 164,316

松前町 97.23% 1.70% 0.01% 0.59% 0.40% 0.05% 27,698

福島町 98.97% 0.21% 0.04% 0.65% 0.08% 0.06% 19,491

知内町 98.55% 0.12% 0.05% 0.85% 0.20% 0.14% 17,706

木古内町 99.16% 0.06% 0.59% 0.06% 0.12% 17,932

七飯町 99.09% 0.02% 0.02% 0.37% 0.16% 0.31% 105,785

鹿部町 98.62% 0.15% 0.01% 0.54% 0.16% 0.51% 17,587

森町 94.89% 0.01% 0.65% 0.66% 0.19% 3.60% 63,223
総数（人） 1,368,674 791 645 4,690 1,758 9,391 1,386,050

割合(%) 98.75% 0.06% 0.05% 0.34% 0.13% 0.68% 100.00%

【外来患者の受療動向（圏域内）】

【外来患者の受療動向（圏域内）】
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【管内の医療機関数（令和 5 年(2023 年)10 月 1 日現在）】 

 
※ 道保健福祉部医務薬務課がホームページで公表している令和 5年(2023 年)10 月 1日現在名簿から、休止中、職域内診療所、福祉施

設内診療所、保健所、夜間急病センター及び自衛隊等一般の人が受診できない施設を除いた数。 

 

 

 

（課 題）  

○ 圏域内の医療機関は、函館市内及びその近郊に集中しており、市町によって医療資源に差

があることから、地域における医療資源を有効に活用する必要があります。 
 

 

３ 地域で不足する医療機能に対する今後の取組の方向性等（地域の方針） 

（１）初期救急の確保に向けて  

○ 在宅当番医制を確保し、初期救急医療体制を維持するため、医師会等関係機関との連携に

努めます。 

○ 初期・二次救急医療機関の医療機能の明確化と役割分担の適正化のため、医療機関、消防機

関等関係機関との連携に努めます。 

  ○ 医師会や市町等と連携し、広報誌等への掲載や小児救急電話事業の活用など救急医療機関や

救急車の適正利用について、住民に対する普及啓発に努めます。 

 

（２）在宅医療の確保に向けて  

○ 住み慣れた地域において在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在 

宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所及び訪問看護ステー 

ション等の整備を支援します。  

○ 在宅医療を担う医療機関の代診制等の支援体制の構築を図るため、医療機関や医師会、行

政等の関係機関の連携に努めます。 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員及び市町職員などを対象に、多職種協働

による在宅チームの医療等についての研修を行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職種間

の連携体制の構築に努めます。 

 

（３）医療資源（医療機関）の有効活用に向けて 

○ 少子高齢化や人口減少が進むに当たり、医療資源の偏在化は避けられないところですが、 

医療機関間でより一層の役割分担や圏域を超えた医療協力などにより地域の医療資源を有効

活用できるよう医師会、関係団体及び医療機関等との連携に努めます。 

  また、ＩＴを利用した遠隔治療や患者情報の共有化などにより、医療機関の連携が進むよ

う医師会、関係団体及び医療機関等との連携に努めます。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ○ 管内の医療機関は、病院が平成27年10月１日現在、36ヶ所(うち函館市内29ヶ所）、診療所

が287ヶ所(うち函館市内215ヶ所)で、総数としては平成22年をピークに緩やかに減少してい

ます。 

 

 

 【医療機関数の推移】                      （単位：か所） 

  ＊北海道保健統計年報 
 

（課題） 

  ○ 圏域内の医療機関は函館市及びその近郊に集中しており、圏域内における医療サービスの

格差や医療資源の偏在化が進んでいます。 

 

 

３ 地域で不足する医療機能に対する今後の取組の方向性（地域の方針） 

（１）初期救急の確保に向けて 

 

 

  ○ 初期・二次救急医療機関の医療機能の明確化と役割分担の適正化のため、医療機関、消防

機関等関係機関との連携に努めます。 

  ○ 医師会や市町等と連携し、広報誌等への掲載や小児救急電話事業の活用など救急医療機関

や救急車の適正利用について、住民に対する普及啓発に努めます。 

 

（２）在宅医療の確保に向けて 

  ○ 住み慣れた地域において在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在

宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所、訪問看護ステー

ション等の整備を支援します。 

 

 

  ○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町職員などを対象に、多職種協働

による在宅チームの医療等についての検証を行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職種

間の連携体制の構築に努めます。 

 

（３）医療資源の確保に向けて 

  ○ 少子高齢化や人口減少が進むにあたり、医療資源の偏在化は避けられないところですが、

地域の医療資源を有効活用できるようＩＴを活用した遠隔治療や患者情報の共有化など医

療機関の連携をより一層進めていきます。 

  ○ 外来医療を担う診療所が比較的少ない地域において診療従事を促進する観点から、 

   ・ 医療機関のマッピングデータ、外来医療ニーズの状況（疾患、診療内容、受療動向な 

ど）、在宅医療提供体制に関する状況（訪問診療、往診等の実施状況など）など、有用なデ

ータの検討・整理を進めていきます。 

   ・ 医師会等の関係団体と連携した情報発信や、新規開業に関わる機会があると考えられる 

金融機関、医薬品・医療機器卸売業者、薬局等に対する情報発信を検討していきます。 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

○ 医療資源（医療機

関）の偏在化を示す

表に差し替え 

 

 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

  

 

 

○ 課題に追加に対応

した追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 部会協議による追

加 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

○ データーの検討・

整理は行っている

か、公表はしていな

いことから削除 

 

 

 

 

 

函館市 北斗市 松前町 福島町 知内町 木古内町 七飯町 森町 鹿部町

病 院 27 1 1 2 2

診療所 161 20 2 2 2 1 14 6 2

計 188 20 3 2 2 2 16 8 2

割 合 77.37% 8.23% 1.23% 0.82% 0.82% 0.82% 6.58% 3.29% 0.82%
診療所割合 76.67% 9.52% 0.95% 0.95% 0.95% 0.48% 6.67% 2.86% 0.95%
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（参考指標） 
 

 

*1 「特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和 2 年 3 月 5 日保医発 0305 第 3 号厚生労働省保健局医療課長通知）（以

下「通知」という。）別添 1 の「第 9」の 1 の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援診療所。 

*2 通知別添 1の「第 14 の 2」の 1 の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援病院。 

*3 第二次医療圏単位よりは小さくて、市町村単位より大きい単位。 

区 分 参考指標 現状 目標 考え方 備考 

初期救急

医療の確

保 

休日の初期救急体制を確保している

市町数 

9 9 現状維持 医師会、医療

機関及び市町

等との連携 

在宅医療

の確保 

機能強化型の在宅療養支援診療所＊1

又は病院＊2のある在宅医療圏数＊3 

 

2 

 

3 

 

現状より

増加 

 

地域医療情報

システム（日

本医師会） 

多職種協働による在宅チーム医療の

研修 

年 2回 年 2回 現状維持  

 

 

４ 医療機器の共同利用方針  

○ 人口減少が進む中、地域において効率的な医療提供体制を構築するため、医療機器について 

圏域内での配置状況、利用状況も勘案の上、可能な限り共同利用を進めることとします。 

  

○ 高額医療機器の購入に当たっては、地域医療構想調整会議において情報共有を図り、機器の共

同利用を推進し、地域内での効率的な医療機器の整備・活用に努めます。 

 

 

５ 紹介受診重点医療機関の名称 

  独立行政法人国立病院機構 函館医療センター 

  市立函館病院 

  函館五稜郭病病院 

  函館中央病院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 医療機器の共同利用方針 

 ○ 人口減少が進む中、地域において効率的な医療提供体制を構築するため、医療機器について

圏域内での配置状況、利用状況も勘案の上、可能な限り共同利用を進めるとともに、地域医療

支援病院との協力、連携に努めます。 

 ○ 高額医療機器の購入に当たっては、あらかじめ地域医療構想調整会議において情報共有を図

るとともに、機器の共同利用を推進し、地域内での効率的な医療機器の整備・活用に努めます。 

 

 

 

 

 

 

○ 新設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

 

 

 

○ 新設 
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南渡島圏域地域推進方針 新旧対照表（歯科保健医療対策）（素案） 

新 旧（Ｈ３０年度） 備   考 

４ 歯科保健医療対策 

（１）現 状 

ア 地域歯科保健医療 

○ 北海道では、乳幼児及び学齢期のむし歯は減少傾向にありますが、南渡島圏域における 

「３歳児のむし歯のない者の割合」は、令和３年度は 82.9％であり、全道 89.7％と比較 

して低い状態が続いますが、圏域内においても地域格差がみられます。*1 

 
                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 

全道 84.0% 85.7% 87.2% 88.1% 89.7% 

南渡島 80.7% 81.1% 82.0% 81.3% 82.9% 

 渡島 HC 管内 76.7% 77.6% 81.1% 83.6% 89.4% 

函館市 82,2% 82.3% 82.3% 80.3% 80.2% 
 

* 1 令和４年度地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 歯科保健医療対策 

（１） 現 状 

  ア 生涯にわたる歯科保健対策の推進 

   ○ 北海道では、乳幼児及び学齢期のむし歯は減少傾向にありますが、全国平均に比べ上 

回っている状況が続いています。＊1＊2 

     南渡島圏域における乳幼児のむし歯も、全道と同様に減少傾向にありますが、渡島保 

健所管内の平成27年の３歳児歯科検診むし歯有病者数は21.7％となっており全道18.3 

％、全国17.0％を上回っている状況が依然と続いており、市町間で顕著な差がみられま 

す。＊1 

      

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

一方、学齢期のむし歯の指標である、12歳児（中学１年）の１人平均むし歯数（永久 

歯）も全道と同様に減少傾向にありますが、平成29年の渡島教育局管内平均値が2.04本 

と全道1.26本、全国0.82本を上回っています。当局管内は、道内14局管内の中で2番目 

にむし歯が多い状況で、最も低値な局管内に比べて2.3倍の差がみられます。＊2＊3 

 

    【３歳児歯科検診むし歯有病者率の推移】 

    

         ＊１ 地域保健・健康増進事業報告、北海道母子保健報告システム事業 

○ 文言整理 
 

○ 道医療計画を踏ま

え文言整理 

 

○ 「道歯科保健医療計

画」の指標（「むし歯の

ない３歳児を増やす」）

に変更 

 

 

○ 全国との比較を削  

 除 
 

 

 

 

 

○ 図掲載位置の変更 

 

○ 表・図の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 削除 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

全国 20.4 19.1 17.9 17.7 17.0

全道 22.2 20.5 19.7 19.4 18.3

函館市 24.3 23.3 21.5 21.5 21.4

渡島保健所管内 36.4 26.1 31.3 25.4 21.7

15.0
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40.0

３歳児歯科健診むし歯有病者率(%)
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95.0

H29 H30 R1 R2 R3

むし歯のない者の割合の推移（３歳児）

全道 南渡島 渡島HC管内 函館市

（％）
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○ 成人の歯・口腔の健康状態について、「８０２０（ハチマルニイマル）運動」の目標であ

る 80 歳で 20 本以上の歯がある人の割合は、令和４年度の調査では、国が 51.6％*2、道が

46.5％ *2となっています。 

○ 定期的な歯科健診を受けることは、成人期の歯周病予防に重要な役割を果たしますが、 

「過去１年間に歯科健診を受診した人の割合」は、令和４年度の調査では、国が 51.2％ *2、 

道が 41.0％＊3 となっています。 

    ○  むし歯、歯周病等により、咀嚼機能が低下すると生活習慣病のリスクが高くなりますが、 

食事をかんで食べる時の状態について、「なんでもかんで食べることができる人の割合」は、 

全道は73.5％であり、渡島保健所は73.8％、函館市は81.7％となっています。*４ ＊5 

  〇 要介護リスクを高めるフレイルの予防は、「口腔・栄養」「身体活動」「社会参加」の 

取組が重要であると言われており、口腔機能が低下していると、オーラルフレイル ＊6、フ 

レイル、サルコペニア、要介護状態、死亡のリスクが高くなる可能性が示唆されています。 
 

＊2 令和４年度歯科疾患実態調査（厚生労働省） 

＊3 令和４年度歯科保健実態調査（北海道） 

＊4 令和３年度成人歯科保健に係る道民歯科保健実態調査（北海道） 

＊5 令和３年度の市民の健康意識・生活習慣アンケート(函館市)  

＊6 オーラルフレイル：歯や口腔の健康への関心度が低下し、歯周病やむし歯を放置したり、滑舌の衰え、食べこぼし、 

わずかなむせ、かめない食品の増加など、ささいな「口の衰え」による食欲低下や食事バランス等の悪化が見られる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【12歳児の１人平均むし歯数（永久歯）】 

         ＊2 学校保健統計調査 

         ＊3 平成29年度 公立学校児童等の健康状態に関する調査報告書 

 

   ○ 成人の歯・口腔の健康状態について、「8020（ハチマルニイマル）運動」の目標であ 

る80歳で20本以上の歯がある人の割合は、平成28年調査では渡島保健所40.0％、全道 

34.2％、全国51.2％となっています。 

       定期的な歯科検診を受けることは、成人式の歯周病予防に重要な役割を果たしますが、 

平成28年の「過去１年間に歯科検診を受診した人の割合」は、渡島保健所管内では26.1% 

と全道28.3%、全国52.9%を下回っています。＊4＊5＊6 

 
       ＊4 平成28年道民歯科保健実態調査 

       ＊5 平成28年歯科疾患実態調査 

       ＊6 平成28年国民健康・栄養調査 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 時点修正 

 

 

 

 

 

○ データの変更 

 

 

 

○ 追記（「道歯科保健

医療推進計画」から） 
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１２歳児の１人平均むし歯数（永久歯）の推移

渡島 全道 全国

（本）
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  イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 地域で障がいのある人の「かかりつけ歯科医」として、一般歯科診療所で可能な歯科治

療等までを行う「北海道障がい者歯科医療協力医」は、令和５年４月現在、道内 75 市町

村に 232 名が指定を受け、南渡島圏域では３市町で 17 名が登録されています。＊7 

 

【南渡島圏域の市町別協力歯科医師数（北海道障がい者歯科医療協力医制度）】 

市町名 人数 

函館市 12 

北斗市  2 

森 町  3 

＊7 北海道保健福祉部健康安全局地域保健課調べ 

 

 

○ 全身管理を伴う障がい者歯科診療等を担う歯科保健センターは第三次医療圏ごとに整 

備することとされ、道南圏域では函館市に口腔保健センターが整備されています。 

         
施設名 設置主体 所在地 

函館口腔保健センター 

 

函館市 函館市五稜郭町２３番１号 
函館市総合保健センター１階 

（ TEL：0138-56-8148 ） 

 

 

 

 
 

  ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

○  口腔悪性腫瘍患者や全身疾患等を有する患者への歯科医療など、高度な歯科医療に対応

する「歯科口腔外科」を標ぼうする病院（以下「病院歯科」という。）は、令和４年 10

月１日現在、道内に 54施設あり、南渡島圏域では、函館市内に６施設あります。 

（共愛会病院、市立函館病院、独立行政法人国立病院機構函館病院、函館協会病院、函館

五稜郭病院、函館中央病院）＊8 

○ 当圏域の休日救急歯科医療は、日曜、祝祭日、年末年始を中心に、函館歯科医師会が運

営する函館口腔保健センターでの診療体制により確保されています。   
 

＊8 北海道医療機能情報システム 

 

  

 

 

 
 

 

 

 

（２） 課 題 

  ア 地域歯科保健医療 

   ○ 各ライフステージで歯・口腔の健康状態の改善を図るため、全ての道民が住み慣れた地

域において、生涯を通じて必要な歯科保健医療サービスを利用しながら、個人の保健行動

を支援する環境づくりが求められます。 

 

 

      ○ 高齢者の増加に伴い、フレイルの入口であると考えられているオーラルフレイル に、 

早期に気づき、口腔機能の向上に取り組むことが重要です。 

 

 

イ 障がい者歯科保健医療 

  ○ 地域で障がいのある人のかかりつけ歯科医として相談、歯科検診や軽度の歯科治療まで 

を行う「北海道障がい者歯科医療協力医」は、平成30年４月現在、道内では77市町村で 

257名が指定を受け、南渡島圏域では３市町で22名が診療を行っています。＊6 

 

【南渡島圏域の市町別協力医師数（北海道障がい者歯科医療協力医制度）】 

市町名 人数 

函館市 16 

北斗市  3 

森 町  3 

＊6 北海道保健福祉部健康安全局地域保健課健康づくりグループ調べ 

 

   ○ 全身管理を伴う障がい者歯科診療等を担う歯科保健センターは第三次医療圏ごとに整 

備することとされ、道南圏域では函館市に口腔保健センターが整備されています。 

      

函館口腔保健センターにおける平成28年度障がい者歯科診療の実績は、診療日数71日、受 

診者675人で、１日当たりの平均受診者数は9.5人となっています。＊8 
       ＊8 一般社団法人函館歯科医師会調べ 

 

 

 

 

  ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

   ○ 口腔悪性腫瘍患者や全身疾患等を有する患者への歯科医療など、高度な歯科医療に対 

応する歯科口腔外科を標ぼうする病院（以下「病院歯科」という。）は、平成29年10月 

１日現在で道内に54施設があり、うち当圏域には６施設（函館市内）があります。＊9 

 

 
   ○ 当圏域の休日救急歯科医療は、日曜、祝祭日、年末年始を中心に、函館歯科医師会が 

運営する函館口腔保健センターでの診療体制により確保されています。 
      ＊9 北海道医療機能情報システム 

 

  エ 高齢化に伴う歯科保健医療 

   ○ 渡島地域では65歳以上の高齢者人口の割合が32.9%（全道29.6%）となるなど、全道平 

均を上回るスピードで高齢化が進行しています。＊10 

   ○ 後期高齢者の増加に伴い、認知症を有する高齢者の増加も見込まれますが、認知症の 

人は口腔内状況（清潔保持、歯の数、咀嚼機能など）が不調であるという研究結果が報 

告されています。 
     ＊10 住民基本台帳（H29.1.1現在） 

 

（２） 課 題 

  ア 生涯にわたる歯科保健対策の推進 

   ○ 南渡島圏域は、全道平均並びに全国平均に比べ、歯科疾患の有病率が高く、また、市 

町の地域格差の是正が必要な状況です。そのためには、住み慣れた地域において、生涯 

を通じて必要な歯科保健医療サービスを利用しながら、住民自らが予防行動を実践し、 

健康の維持増進が図られるよう、個人の保健行動を支援する環境づくりが求められます。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

○ 文言整理、時点修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 受診者数を比較す

る基準はないため削

除 

○ 所在地の記載 

 

 

 

 

○ 時点修正 

○ 函館市内施設名の

追記 

 

 

 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え記載削除 

 

 

 

 
 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え修正 

○ 文言整理 

 

○ 道医療計画を踏ま

え追記 
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  イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 北海道障がい者歯科医療協力医制度については、障がい者歯科医療協力医の配置市町の 

    増加及び制度の周知が必要です。 

   

 ○ 障がいのある人のかかりつけ歯科医の確保を支援する取り組みが必要です。 

 ○ 障がいのある人の歯科医療体制については、函館市の口腔保健センターを広く住民に周

知していくことが必要です。 

 

  ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

    ○ 高度な歯科医療を必要とする患者等への適切な歯科医療の確保を図るため、病院歯科な 

    どの高次歯科医療機関と一般歯科診療所との病診連携が求められています。 

 

 

 
   ○ 日曜、祝祭日などの休日救急歯科医療体制を維持することが必要です。 

    

   

 

 

 

 

 
 

（３） 施策の方向と主な施策 

  ア 地域歯科保健医療 

   ○ むし歯予防のため、保育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進します。 

   ○ 歯周病予防のため、定期的な歯科健診と適切な保健指導を受ける機会の確保に努めます。 

   ○ 高齢期の歯科保健医療推進のため、高齢期の口腔機能も維持・向上を推進します。 

 

○ オーラルフレイルの予防のため、高齢者が適切な歯科治療や定期的な歯科健診を受けた 

り、介護予防の取組に参加するよう普及啓発を行います。 

   ○ 函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な機会を通じて「８０２０運動」等

の道民の歯・口腔の健康づくりについて普及啓発を行います。 

 

イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 障がい者（児）、要介護者への歯科保健医療の推進のため、北海道障がい者歯科医療協力

医・協力歯科衛生士の確保と歯科医療ネットワークの充実を図るほか、函館口腔保健セン

ターや病院歯科等と障がい者歯科医療協力医を含む歯科医療機関との連携促進に努めま

す。 

 
 

 

ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

   ○ 病院歯科等の高次歯科医療機関と一般歯科診療所間の病診連携や医科歯科連携を促進

し、南渡島圏域における適切な高次歯科医療を提供できるネットワークの充実に努めま 

す。 

   ○ 函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、函館口腔保健センターによる休日救急 

歯科医療の確保の支援に努めます。 

   ○ 道民が適切な歯科医療機関を選択できるよう、病院歯科を含む歯科医療機関医療機能 

    情報をホームページ等により提供します。 

 

 

 

  イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 北海道障がい者歯科医療協力医制度については、当圏域において協力医のいない地域 

が６町あることから、全ての町に協力医が確保されること及び資質の向上を目指した制 

度の一層の推進が求められます。 

   ○ 障がいのある人のかかりつけ歯科医の確保を支援する取り組みが必要です。 

   ○ 障がいのある人の歯科医療体制については、函館市の口腔保健センターを地域の核と 

して、今後も引き続き充実させる必要があります。 

 

  ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

   ○ 要介護高齢者、難病患者及びがん患者等の口腔疾患に対し適切な歯科治療の対応を行 

うだけでなく、栄養管理、誤嚥性肺炎・口腔合併症の予防等のために、口腔ケアや摂食 

・嚥下障害への専門的口腔ケア・リハビリテーション等も行う、より質の高い歯科医療 

が期待されており、病院歯科などの高次歯科医療機関と一般歯科診療所との病診連携や 

医科歯科連携の推進が求められます。 

   ○ 日曜、祝祭日などの休日救急歯科医療の確保が必要となっています。 

 

  エ 高齢化に伴う歯科保健医療 

   ○ 認知症に伴う口腔内状態の不良は、誤嚥性肺炎のリスクとなります。誤嚥性肺炎は、 

高齢者の死亡原因にもなることから、その発症を予防することが重要です。 

   ○ オーラルフレイル＊11は、フレイルの前段階であると考えられています。早期にオー 

ラルフレイルに気づき、口腔機能の向上に取り組むことが重要です。 
       ＊11 オーラルフレイル：歯や口腔の健康への関心度が低下し、歯周病やむし歯を放置したり、滑舌の衰え、食べこぼし、わずかなむ 

せ、かめない食品の増加など、ささいな「口の衰え」による食欲低下や食事バランス等の悪化が見られる状態。 

 

（３） 施策の方向と主な施策 

  ア 生涯にわたる歯科保健対策の推進 

   ○ むし歯予防のため、保育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進します。 

   ○ 歯周病予防のため、成人が歯科検診・保健指導を利用できる機会の確保に努めます。 

   ○ 低栄養と誤嚥性肺炎の予防のため、高齢者に対する専門的口腔ケア提供体制の整備を 

推進します。 

 

 

○ 函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な機会を通じて、「8020運動」等 

の道民の歯・口腔の健康づくりについて普及啓発を行います。 

 

  イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 障がいのある人が身近なところで歯科医療を受けられるよう、北海道障がい者歯科医 

療協力医を確保し、資質の向上に努め、歯科医療ネットワークの充実を図るほか、函館 

口腔保健センターや病院歯科等と障がい者歯科医療協力医を含む歯科医療機関との連携 

促進に努めます。 

   ○ 障がいのある人、難病患者等のかかりつけ歯科医確保に向け、障がいのある人や難病 

患者及びその支援者と障がい者歯科医療協力医との連携を図ります。 

 

  ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

   ○ 病院歯科等の高次歯科医療機関と一般歯科診療所間の病診連携や医科歯科連携を促進 

し、南渡島圏域における適切な高次歯科医療を提供できるネットワークの充実に努めま 

す。 

   ○ 函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、函館口腔保健センターによる休日救急 

歯科医療の確保を支援します。 

   ○ 道民が適切な歯科医療機関を選択できるよう、病院歯科を含む歯科医療機関医療機能 

    情報をホームページ等により提供します。 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

○ 道医療計画を踏え

文言修正 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え削除 

 

 

 

○ 北海道医療計画を

踏まえ修正 

○ 北海道医療計画を

踏まえ修正 

○ 道医療計画を踏ま

え修正・追加 

 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

○ 削除 

 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 
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  エ 高齢化に伴う歯科保健医療 

   ○ 口腔ケアが誤嚥性肺炎の予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘 

されていることから、口腔ケアが重要であることの普及啓発を行います。 

     また、認知症高齢者の低栄養や誤嚥性肺炎を予防するため、専門的口腔ケアに関わる 

歯科医療従事者の認知症への対応力向上に取り組みます。 

   ○ オーラルフレイルは、早朝の対応により健康な状態に近づくことができることから、 

高齢者が適切な歯科治療や定期的な歯科検診を受けたり、介護予防の取組に参加するよ 

う普及啓発を行います。 

     また、高齢者の自立支援と介護予防に資するケアマネジメントの実施を支援するた 

め、地域ケア会議等の場において、口腔の観点から専門的助言を行う歯科医療従事者の 

養成を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民 （患者）
要介護高齢者・障がいのある人・難病患者等

かかりつけ歯科医
・身近な地域での歯科治療や相談等のプライマリケアの提供
・在宅歯科医療の提供
・高次歯科医療機関との連携

連
携

高次歯科医療機関
（大学病院・病院歯科）

一般歯科診療所では診療が困難な
口腔悪性腫瘍や全身疾患等を有す
る患者や重度障がいのある人に対
する高度な歯科医療の提供

歯科保健センター
全身管理を伴う障がいのある
人に対する歯科医療の提供

道・市町村

・歯科専門職の人材育成
・関係機関との連携調整
・歯科保健事業の実施
・離島歯科診療班の派遣
・医療機能情報の提供

等

受
診

一
次
歯
科
医
療

高
次
歯
科
医
療

受
診

障がい者歯科医療協力医

休日救急歯科診療の実施
（在宅当番医制等）

離島へき地の歯科医療の確保
（診療班派遣）

在宅歯科医療 情報提供

受診

派
遣

連携

連
携

連携

連携

住民 （患者）
要介護高齢者・障がいのある人・難病患者等

かかりつけ歯科医
・身近な地域での歯科治療や相談等のプライマリケアの提供
・在宅歯科医療の提供
・高次歯科医療機関との連携

連
携

高次歯科医療機関
（大学病院・病院歯科）

一般歯科診療所では診療が困難な
口腔悪性腫瘍や全身疾患等を有す
る患者や重度障がいのある人に対
する高度な歯科医療の提供

歯科保健センター
全身管理を伴う障がいのある
人に対する歯科医療の提供

道・市町村

・歯科専門職の人材育成
・関係機関との連携調整
・歯科保健事業の実施
・離島歯科診療班の派遣
・医療機能情報の提供

等

受
診

一
次
歯
科
医
療

高
次
歯
科
医
療

受
診

障がい者歯科医療協力医

休日救急歯科診療の実施
（在宅当番医制等）

離島へき地の歯科医療の確保
（診療班派遣）

在宅歯科医療 情報提供

受診

派
遣

連携

連
携

連携

連携
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南渡島圏域地域推進方針 新旧対照表（推進方針の進行管理等）（素案） 

新 旧（Ｈ３０年度） 備   考 

第５ 地域推進方針の進行管理等 

１ 目標達成のための推進体制と関係者の役割 

この推進方針は、住民・患者の視点に立ち、保健所などの行政機関、医療提供者、関係 

団体及び地域住民が、地域の最も重要な社会基盤の一つである医療提供体制の確保に向け、

共に考え、ともに行動するための基本的な指針として策定するものであり、本推進方針を着

実に推進するために、各主体が本推進方針の基本理念の下、共通の目標達成のために協働し

て取り組むことが不可欠です。 

このため、それぞれに期待される役割を次のとおりとします。 

 

（１）保健所 

渡島保健所及び市立函館保健所は、医療提供者、関係機関・団体等と緊密な連携の下、 

本推進方針に沿って、地域保健医療の広域的・専門的・技術的な拠点として各種事業を 

推進します。 

特に、渡島保健所にあっては、地域の実情を踏まえ、５疾病及び６事業及び在宅医療 

のほか、地域医療構想の実現、外来機能の確保に向けた取組を中心に推進します。 

 

    ＜「推進方針」に沿った主な取組＞ 

      ◇  医療提供者をはじめとする関係者からなる「南渡島保健医療福祉圏域連携推進 

会議」、「地域医療構想調整会議」の運営 

      ◇  地域推進方針（地域医療構想を含む。）の推進に向けた、医療連携体制の整備 

等に係る地域の医療情報の収集、整理、活用 

      ◇ 目標等について、定期的に検証するなど、その達成に向けた取組 

      ◇ 関係機関、団体と協力し、ＩＣＴを活用した地域医療ネットワークや遠隔医療 

システムの普及を促進 

        ◇ 住民・患者の医療機関への適正受診等についての普及啓発  

        ◇ その他の地域の実情に応じた取組 ほか 

 

（２）南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 

地域の医療提供者及び関係団体、市町、介護・福祉関係者などで組織し、生活習慣病 

などの発症予防に関する取組、急性期から回復期・慢性期などを経て在宅医療に至るま 

での切れ目のない医療連携体制の構築や介護・福祉との連携等について協議を行うとと 

もに、本推進方針の進捗状況の検証などを行います。 

 

（３）南渡島圏域地域医療構想調整会議 

        地域の医療機関（病院長等）、医療関係団体（地区医師会等）、市町（市町長）等で組織

し、「病床機能の分化及び連携の促進」など、地域医療構想の実現や外来医療機能の確保に

向けた協議を行うとともに、進捗状況等の検証などを行います。 

また、協議等の内容・結果については、南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議と適宜共    

有を図ります。 

 

（４）医療提供者 

   〇 医療機関は地域推進方針（地域医療構想を含む。）の推進を図るため、自らの医療機能や    

地域で果たすことができる役割を明確にし、他の医療機関との連携・役割分担を行うなど    

により、地域において適切な医療サービスを継続的に提供します。 

   〇 また、医師等の医療従事者は、自らの資質の向上に努め、それぞれの専門性を発揮しな        

がら協力してチーム医療を推進していくことはもとより、地域において、医療連携体制の        

構築にも積極的に協力します。 

 

 

 

第３ 推進方針の方策 

  １ 目標達成のための推進体制と関係者の役割 

この推進方針は、住民・患者の視点に立ち、保健所などの行政機関、医療提供者、関係   

団体及び地域住民が、地域の最も重要な社会基盤の一つである医療提供体制の確保に向け、

ともに考え、ともに行動するための基本的な指針として策定するものであり、本推進方針 

を着実に推進するために、各主体が本推進方針の基本理念の下、共通の目標達成のために 

協働して取り組むことが不可欠です。 

    このため、それぞれに期待される役割を次のとおりとします。 

 

（１）保健所 

渡島保健所及び市立函館保健所は、医療提供者、関係機関・団体等と緊密な連携の下、 

本推進方針に沿って、地域保健医療の広域的・専門的・技術的な拠点として各種事業を 

推進します。 

    特に、渡島保健所にあっては、地域の実情を踏まえ、５疾病及び５事業及び在宅医療 

のほか、地域医療構想の実現に向けた取り組みを推進します。 

 

 ＜「推進方針」に沿った主な取組＞ 

  ◇ 医療提供者をはじめとする関係者からなる「南渡島保健医療福祉圏域連携推進

会議」、「地域医療構想調整会議」の運営 

  ◇ 地域推進方針（地域医療構想を含む。）の推進に向けた、医療連携体制の整備

等に係る地域の医療情報の収集、整理、活用 

  ◇ 目標等について、定期的に検証するなど、その達成に向けた取り組み 

  ◇ 関係機関、団体と協力し、ＩＣＴを活用した地域医療ネットワークや遠隔医療

システムの普及を促進 

  ◇ 住民・患者の医療機関への適正受診等についての普及啓発 

  ◇ その他の地域の実情に応じた取組  ほか 

 

  （２）南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 

      地域の医療提供者及び関係団体、市町、介護・福祉関係者などで組織し、生活習慣病

などの発症予防に関する取組、急性期から回復期・慢性期などを経て在宅医療に至るま

での切れ目のない医療連携体制の構築や介護・福祉との連携等について協議を行うとと

もに、本推進方針の進捗状況の検証などを行います。 

 

  （３）南渡島圏域地域医療構想調整会議 

     地域の医療機関（病院長等）、医療関係団体（地区医師会等）、市町（市町長）等で組織

し、「病床機能の分化及び連携の促進」など、地域医療構想の実現に向けた協議を行うとと

もに、進捗状況等の検証などを行います。 

     また、協議等の内容・結果については、南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議と適宜共

有を図ります。 

 

  （４）医療提供者 

    ○ 医療機関は地域医療構想（地域医療構想を含む。）の推進を図るため、自らの医療機能や

地域で果たすことができる役割を明確にし、他の医療機関との連携・役割分担を行うなど

により、地域において適切な医療サービスを継続的に提供します。 

    ○ また、医師等の医療従事者は、自らの資質の向上に努め、それぞれの専門性を発揮しな

がら協力してチーム医療を推進していくことはもとより、地域において、医療連携体制の

構築にも積極的に協力します。 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え修正 

 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 道医療計画を踏ま

え修正 
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（５）関係団体 

    函館市医師会、渡島医師会、函館歯科医師会、函館薬剤師会、北海道看護協会道南南支部

をはじめとする関係団体は、医療提供者、行政など関係者とともに継続的に適切な医療サー

ビスを提供する体制の整備に努めるとともに、住民に対し必要な情報提供や適切な受       

診等についての普及啓発を行います。 

 

（６）地域住民 

自らの健康の保持増進に努めるとともに、医療の利用者、費用負担者として、地域の医    

療体制を理解し、限りある医療資源を効率的に活用しながら、病状や状態に応じた適正な    

受診に努めます。 

 

２ 推進方針の進行管理 

本推進方針を効率的かつ着実に推進するためには、各施策等の進捗状況や数値目標の達成   

状況の評価を毎年度行い、圏域連携推進会議等において検証し、必要な取組を推進し、必要が   

あると認めるときは推進方針の見直し等について検討します。  

 

 

  （５）関係団体 

     函館市医師会、渡島医師会、函館歯科医師会、函館薬剤師会、看護協会道南南支部をは

じめとする関係団体は、医療提供者、行政など関係者とともに継続的に適切な医療サービ

スを提供する体制の整備に努めるとともに、住民に対し必要な情報提供や適切な受      

診等についての普及啓発を行います。 

 

  （５）地域住民 

     自らの健康の保持増進に努めるとともに、医療の利用者、費用負担者として、地域の医

療体制を理解し、限りある医療資源を効率的に活用しながら、病状や状態に応じた適正な

受診に努めます。 

 

  ２ 推進方針の進行管理 

本推進方針を効率的かつ着実に推進するためには、各施策等の進捗状況や数値目標の達成 

状況の評価を毎年度行い、圏域連携推進会議において検証し、必要な取組を推進し、必要が

あると認めるときは推進方針の見直し等について検討します。 

 

○ 文言修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 文言整理 


